
水難救助を題材とした問題に適用される物理概念の分析
―�小・中学校教員志望学生を調査対象とした一考察�―
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はじめに
　2011年３月11日に発生した東日本大震災から早１年と半年が経過し，現在も懸命な復旧・復興活動
が続いている。特に水難の一つである津波による甚大な災害が表出するに至った原因の一つとして１），
津波に対する的確な備えの欠如が挙げられるのは衆目の一致するところであろう２）３）。
　また，同じく2011年６月11日には，一般社団法人として水難学会が設立され４），水難対策や水難救
助に対する理論的かつ実践的研究が遂行されることになった。今後，我が国の自然科学研究や理科教
育学研究等において，水難に対する取り扱いの重要性は，さらに増してくるものと推察される５）６）。
　一方，諸外国においては，水難救助を直接取り扱った問題場面を活用した物理教育を垣間見るこ
とができる。例えば，米国物理学教師協会（����	�����
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）の刊行誌 “����
���
	�
��������” 中のコラム “+	
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” ７）には，水難救助に関わる具体的問題場面が取り上
げられており８），既にその日本語訳も公表されている９）。
　本研究では，この水難救助に関わる問題場面を，将来教壇に立つことになる我が国の小・中学校教
員志望学生に取り組ませ，問題解決のために適用される物理概念について分析する。次に，分析結果
を踏まえ，水難救助に対する取り扱いを理科教育的視点から検討する。
　本研究は，水難救助に着目したものであるが，自然災害時の人命救助のあり方が問われている今日，
これからの理科教育が果たすべき役割を模索するための一助になるものと考えられる。

１．具体的問題場面と調査実施の概要
（１）調査の目的
　小・中学校教員志望学生を対象として，水難救助に関わる問題場面を提示して，その回答結果を分
析する。
（２）調査期日及び調査対象
　調査は，2010年４月に山梨大学教育人間科学部
学校教育課程の所属学生計103名に対して実施し
た。学校教育課程の所属学生には，小学校教諭一
種（もしくは二種）免許状と中学校教諭二種（も
しくは一種）免許状の取得が義務づけられている。
なお，調査対象となった学生の高等学校在籍時に
おける理科の履修状況は表１の通りである。
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,教育学研究科修士課程研究生

科目名 人 科目名 人
理科基礎 0 化学Ⅱ 21
理科総合Ａ 44 生物Ⅰ 96
理科総合Ｂ 16 生物Ⅱ 27
物理Ⅰ 28 地学Ⅰ 10
物理Ⅱ 13 地学Ⅱ 1
化学Ⅰ 66

表１　高等学校理科の履修状況（延べ人数）



（３）問題場面と調査方法
　問題場面は，図１の左半分に示した通りであり，米国の物理教育誌 “�������
	�
��������” に連載さ
れている “+	
 �	�
����
	�
” と称する物理パズルのコラムの日本語訳である10）11）。図１の右半分には，
回答理由を記入する欄を新たに設けた。
　図１をＡ４判用紙に印刷して，各学生に配布して回答を求めた。回答に要する時間は制限せず，必
要なだけ与えた。
　また，図１に示した問題場面に内包される物理概念，換言すれば，科学的に回答する上で要求され
る物理概念を分析したのが表２である。
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内包される物理概念 問題場面への適用
【概念Ⅰ：慣性の法則】

　他の物体から力がはたらかない場合，または，
力がつり合っている場合，静止している物体はい
つまでも静止し，運動している物体はそのままの
速さで等速直線運動を続ける12）。

【３物体の運動】
　人が泳ぎ出さない限り，３物体（「人」，「人よ
り上流にある救命用具」，及び「人より下流にあ
る救命用具」）は，等速直線運動を続ける。

【概念Ⅱ：相対速度】
　自分が運動している時には，自分の速度によっ
て相手の速度が異なって見える。自分を基準にし
た時の相手の速度を相対速度という13）。

【人が泳ぐ速度】
　川の流れを正の向きとした場合，上流から流れ
る救命用具に向かってχ（�-
）で泳ぐ人の相対
速度は，－χ（�-
）である。同様に，下流へ流
れる救命用具の場合，人の相対速度は，χ（�-
）
である。

表２　問題場面に内包される物理概念

図１　調査内容（問題場面）



２．調査結果
（１）単純集計
　回答選択肢ごとの単純集計を図２に示す。一瞥すれば
分かるように，正答選択肢（３）を回答した学生は，わ
ずか11人（10.7％）であり，92人（89.3％）の学生が誤答
選択肢を回答していた。また，66人（64.1％）もの学生が，
選択肢（１）を回答しており，上流にある救命用具の方
が早くたどり着けると考えていることが明らかになった。
（２）回答理由の科学的正誤を踏まえた集計
　①　科学的正誤を判断するための基準の作成
　科学的に正しい選択肢を回答したとしても，その理由
について科学的であるという保証はない。
　そこで，既存研究の手法を参考にし14），かつ表２に示
した問題場面に内包される物理概念を参照しながら，表
３のような回答理由の科学性を判断するための基準を作
成した。また，表３の右端に示すようなコーディングを
施して使用した。
　②　回答理由に対する科学的正誤について
　表３の基準と照合しながら，回答理由の科学的正誤に
ついて整理した結果が図３である。
　既に図２に示したように正答選択肢（３）を選択した
学生は11人（10.7％）であったが，図３を一覧すれば分
かるように，ＳＳ（正答選択肢を選択し回答理由も科学
的に正しい学生）は６人（5.8％）に過ぎない。また，残
りの回答理由（ＳＦ，ＧＦ，及びＳＧＭ）を含み合わせ
ると97人（94.2％）にも及び，図１の問題場面を解決す
る上で要求される物理概念（慣性の法則と相対速度の両
概念の双方）を適用できなかった学生が多数存在するこ
とがわかった。さらに，特筆すべきことは，回答理由Ｓ
ＧＭに該当する学生が95人（92.2％）存在することであり，
これらの学生は問題解決に要求される物理概念を全く適
用できていない。
　なお，ＳＳ，ＳＦ，及びＧＦに該当する学生の中で，
慣性の法則を適用できた者は計７人（6.8％）であり，選
択肢（１）を回答した１人（1.0％）と（３）を回答した
６人（5.8％）であった。相対速度を適用できた者は計６
人（5.8％）であり，いずれも選択肢（３）を回答した学
生であった。

３．調査結果の考察
（１）慣性の法則（表２の概念Ⅰ）の適用について
　慣性の法則が適用できていない学生は，96人（93.2％）にも及ぶ。また，図２に示したように，選
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回答理由の科学性 コード
正答選択肢を回答しており，
かつ表２の概念Ⅰ（慣性の法
則）と概念Ⅱ（相対速度）の
両者が問題場面に対して適用
できているもの

ＳＳ

正答選択肢を回答しているが，
概念ⅠとⅡのいずれか一方，
もしくは一部しか，問題場面
に適用できていないもの

ＳＦ

誤答選択肢を回答しており，
概念ⅠとⅡのいずれか一方，
もしくは一部しか，問題場面
に適用できていないもの

ＧＦ

正答選択肢，誤答選択肢の如
何にかかわらず，概念ⅠとⅡ
のいずれも，問題場面に適用
できていないもの

ＳＧＭ

　　　　図２　回答選択肢別の人数

表３　回答理由の科学性を判断する基準

図３　各コード別回答理由の該当人数

水難救助を題材とした問題に適用される物理概念の分析 （松森・長島・佐久間）



択肢（１）である「上流にある救命用具の方が早く届く」と回答した学生が66人（64.1％ /存在したが，
そのうち１人（1.0％）を除く63人（63.1％）の学生が慣性の法則を適用できていない。例えば，以下
に示す学生の回答理由を挙げることができる。

「流れが速いので，上流の救命用具も自然と下流へ流れます。私が上流に向かって泳ぐ
と，ほぼ進まないと考え，流されてくる救命用具は自然と私の方にくるので，（１）の
方がはやくたどり着けると考えます。もし，下流の救命用具をめざすとすると，同じ
速度で流されていては，つかまれず，かなり力いっぱい泳がなければ，たどりつかな
いはずです。」� （学生番号２，女）

　このように，上流から流れてくる救命用具に慣性の法則を適用するのは比較的容易であるのに対し
て，下流を流れている救命用具について適用することは難しいことが分かる。本学生のように，下流
の救命用具を目指す際に，人が流されていることを考慮できておらず（３物体が等速度運動を続けて
いることを無視してしまっているため）流速よりも大きな速さで人が泳がない限りいつまでたっても
救命用具に追いつけないと判断している学生が多数存在した。
　同じく図２に示したように，選択肢（２）である「下流にある救命用具の方が早く届く」と回答し
た学生が26人（25.2％）存在した。その理由はいずれも共通しており，以下の典型的な説明を挙げる
ことができる。

「当然だが，自分も救命用具もどちらも同じ速さの流れの中にいる。つまり流されてい
く速さも同じである。上流にある方をつかむためには流れに逆らわなければならず，
進めるとは限らないが，下流へ向かうのならば少し流れにうまく乗れれば下流にある
方には辿り着けるから。」� （学生番号17，女）

　つまり，選択肢（２）を回答した学生の場合，上流を目指した際，上流の救命用具が流されてくる
ことを考慮するに至っておらず，したがって慣性の法則が適用されていないのである。
このように，多くの学生の回答結果から上流と下流との違いによる慣性の概念適用の状況依存性を読
み取ることができる15）。
（２）相対速度（表２の概念Ⅱ）の適用について
　既に述べたように，相対速度を適用できた学生は６人（5.8％）のみであり，極めて低率であるこ
とが明らかとなった。それ以外の学生計97人（94.2％）の回答理由からは，相対速度の適用の不十分
さを読み取ることができた。例えば，川の流れる速度と人の泳ぐ速度を任意に設定し，流されている
人（または各救命用具）を基準にした各救命用具（または人）の相対速度を算出しようと試みた学生
２人（1.90）を挙げることができる。いずれも，表２中に示した問題場面への適用の【人が泳ぐ速度】
の前半部分，すなわち「川の流れを正の向きとした場合，上流から流れる救命用具に向かってχ（�-
）
で泳ぐ人の相対速度は，－χ（�-
）である。」は適用されず，後半部分の「下流へ流れる救命用具の
場合，人の相対速度は，χ（�-
）である。」の方のみしか適用できていない。以下のような回答理由
からも窺い知ることができる。

「＜前略＞…ここで泳ぎの速度は上流・下流等しいとすると，上流のとき（�→－�→），下
流のとき（�→＋�→）である。これに救命用具にどのくらいの速度で近づくかを考える。
上流：�→＋�→－�→�

12�→－�→�，下流：�→＋�→－�→＝�→，（2�→－�→）－�→＝2�→�＞０より，上流の
方が早い。」� （学生番号37，男）

　また，数式を利用した回答を試みている学生が２人（1.9％）存在するが，いずれも川に流される
人の速さを算出しているだけに過ぎず，相対速度の概念を適用するまでには至っていない。例えば，
以下のような回答理由である。
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「川の流れの速さを２2�-�，泳ぐ速さを３2�-�とする。下流の救命用具までたどり着く
には３－２＝１（2�-�）の速さで進む。上流の救命用具までたどり着くには３＋２＝
５（2�-�）の速さで進む。…＜後略＞」� （学生番号34，男）

　残りの学生計93人（90.3％）には，以下に示す回答理由のように，相対速度の概念を直接的に適用
せずに，おおまかなイメージから判断する傾向が認められた。

「流れが早いので，どちらもその流れにのって進んでいってしまいますが，自分も流さ
れているのだから，下流にある救命用具の方が早くたどり着けると思います。上流に
ある救命用具にたどりつくには流れに逆らわなければならないので遅くなると思いま
す。」� （学生番号15，女）

（３）高等学校理科の履修状況からみた物理概念の適用について
　上述したように，96人（93.2％）が慣性の法則を適用することができず，また同様に97人（94.2％）
の学生が相対速度の概念を適用することができなかった。
　周知の通り，慣性の法則に関する内容は，現在の中学校理科の学習内容の一部となっている16）。つ
まり，本研究の調査対象となった学生全員が学習済みの内容である。今後，さらに調査が必要であるが，
このような学習履歴を有する学生が，図１の問題場面に慣性の法則を適用できなかった三点の理由を
挙げることができるように思われる。まず，中学校理科における慣性の法則に対する不完全な理解で
ある。二点目は，中学校時点において慣性の法則に対する理解がなされたとしても，長期記憶化され
るまでに至らなかったこと（忘却してしまったこと）である。三点目は，慣性の法則に対する概念を
獲得しているのであるが，本問題場面には適用することができなかったこと（概念適用の状況依存性
の問題）である。
　一方，相対速度に関する内容は，中学校理科では取り扱われておらず，高等学校理科「物理Ⅰ」17）

で取り上げられる内容である。既に表１に示したように，高等学校時に物理Ⅰを履修している学生は，
28人（27.2％）に過ぎない。したがって，それ以外の75人（72.8％）の学生は，相対速度について学
ぶ機会に恵まれず，その認識自体が十分でなかったことが挙げられる。実際に，物理Ⅰの非履修者の
中で，相対速度の概念を適用できた学生は皆無であったことからも頷けるところである。
　物理Ⅰの履修者計28人（27.2％）のうちで相対速度の概念を適用できたのはわずか５人（全体の4.9％，
物理履修者中では17.9％）にしか過ぎない。このように物理Ⅰにおいて学んだはずの相対速度を問題
場面に適用できない理由としては，上述の慣性の法則を適用できなかった学生と類似した三つの理由
（相対速度に対する不完全な理解，相対速度に対する理解が長期記憶化されていなかったこと，及び
概念適用の状況依存性の問題）が考えられる。

４．理科教育における水難救助の取り扱い
（１）検討するための５つの視点
　前章まで，図１に示した水難救助に関わる問題場面に対する教員志望学生の回答を分析し，考察を
加えてきた。本章では，前章までの調査結果とその考察に基づきながら，理科教育における水難救助
に関する取り扱いに向けて５つの点（①非日常的な内容を取り上げることの意味，②理科学習の有用
性の感得に向けて，③救助者と被救助者との関係性を重視した学習指導，④理科授業に携わる教員の
資質向上，及び⑤保健体育科との連携）から論じることにする。
（２）水難救助の取り扱いに向けて
　①　非日常的な内容を取り上げることの意味
　周知の通り，現在の我が国の理科教育においては，日常生活に密着した理科が重視され，実際に展
開されている18）。
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　ところで，寺田寅彦の有名な言葉として知られる「天災は忘れた時分に来る」19）を引き合いに出
すまでもなく，水難救助も日々恒常的かつ連続的に生起するものでなく，その多くが予期せぬ機会に
やってくる。
　これまでにも，現行の高等学校「理科総合Ｂ」20）等において自然災害について取り上げられてい
るが，本研究で明らかになった教員志望学生の低い認識状態を鑑み，かつ東日本大震災の教訓を無に
することなく，さらに今後は非日常的事態である水難救助に関する学習内容ついても積極的に取り入
れる必要がある。
　なお，その具現化のためには，表２に示したような水難救助の場面に内包される科学的概念等の分
析が急務である。また，本研究の調査内容となった水難救助の問題場面のように，中学校理科と物理
Ⅰの内容が含まれていることもあるため，配当学年等についても慎重に検討していく必要がある。
　②　理科学習の有用性の感得に向けて
　水難救助に関わる学習内容は，まさに生命の存続に関わるものであり，高い有用性のある理科学習
内容になるものと推察される。このことは，本研究の調査対象となった学生が，調査終了後に述べた
以下の感想からも裏づけられるところである。

「実際，そんな目に遭うかも…という想像をしちゃいました。そうなってしまった時，
すごく役に立つと思います。」� （学生番号101，女）
「もし，自分が川に流された時，または友だちが川に流されたときにどちらに救命用具
を投げた方がいいかがわかれば，助かる率が上がりますね。…＜後略＞」

� � （学生番号29，男）
　③　救助者と被救助者との関係性を重視した学習指導
　上記②で例示した学生（学生番号29）の感想にもあるように，水難救助には，救助する側（救助者）
と救助される側（被救助者）の二者が関わっており，それぞれの立場からの水難に対する科学的認識
と咄嗟の判断が不可欠となる。図１の問題場面で言えば，救助者の科学的認識（被救助者の上流もし
くは下流，被救助者の左もしくは右にかかわらず，最も近い場所に救命用具を投じること）と，被救
助者の科学的認識（上流もしくは下流，左もしくは右にかかわらず，最も近い場所の救命用具に泳ぎ
掴まること）である。
　救助者と被救助者という二者の視点から科学的認識を育成する学習内容に取り組ませ，“救助者と
なった時の自分” や “被救助者となった時の自分” を想定させることによって，学習者の興味・関心
を強く喚起できるものと期待される。
　④　理科授業に携わる教員の資質向上
　水難救助について理科授業の中で取り上げていく上で，その指導を司る教員の資質向上の問題を避
けて通ることはできない。しかしながら，本研究における小・中学校教員志望学生を対象にした調査
結果から，その不十分な認識状態が露呈した。
　今後，各教員養成機関においては，水難救助に関わる必要な知識・思考や指導方法等について取り
上げていく必要がある。
　⑤　保健体育科との連携
　現行の中学校及び高等学校の保健体育科では，水泳の事故防止に関する心得を守り，健康と安全に
留意することが学習内容として位置づけられている21）22）。そのため，保健体育科と理科との連携を
図ることによって，より効果的な水難救助に関する学習活動が設定できるものと期待される。
　以上，５つの視点から論じてきた。既述したような教員の資質向上の問題をはじめ，解決すべき諸
点が存在するが，今後の我が国の理科教育において水難救助に関する内容が盛り込まれるべきであり，
早急な対応が待ち望まれるところである。
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結語にかえて
　本研究においては，水難救助に対する一場面しか取り上げることができなかった。また，調査対象
も教員志望学生に限定した。さらに，多様な水難救助の場面について取り上げ23），児童・生徒をはじ
め一般市民を対象とした調査研究を行っていく必要がある。今後の自らの課題とさせていただきたい。

付記
　本研究を遂行するにあたり，松森は論文全体の執筆を，佐久間はデータの分析を主に担当した。末
尾ながら，山梨大学教育人間科学部理科教育講座准教授長島礼人先生には懇切な指導とご助言を賜っ
た。深く御礼を申し上げる次第である。
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